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【本事件の概要】Ｘは、信用保証協会法に基づいて設立され、中小企業者等が銀行その他の金融機関から貸付等を受けるについて、その信用を保
証することを主たる業務とする法人である。ＡはＢ銀行より、平成九年五月二六日、及び平成一一年五月二六日に貸付けを受け、平成一〇年三月九日には当座貸越契約により貸越しした（以下、 「本件貸付等債務」という） 。Ａは、本件貸付等債務につき、Ｘに保証委託をした。この際、 ＸとＡは、 ＸがＢ銀行に対 てＡに代わって弁済したときは、 ＸはＡに対して求償債権を取得する旨約しＹはＡの各求償金債務につき連帯保証人となった（以下、 「本件連帯保証債務」という） 。その後、Ａが支払いを怠たり期限の利益を喪失したため、平成一二年 月二八日、ＸはＢ銀行に対して本件貸付等債務を代位弁済し、Ａに対する求償権（以下、 「本件各求償金債務」という。 ） 取得した。平成一三年六月三〇日、Ａは死亡し、ＹはＡを単独で相続した Ｙは に対しＹがＡ 単独で相続する旨 伝えた。Ｙは本件連帯保証債務の履行 して に対し平成一五年一二月一五日から平成一九年三月三〇日まで弁済行った結果、残元金の合計 二五九〇万九一八一円、確定遅延損害金の合計は二五八三万七四五一円となった
Ｙによるこの弁済に対して、ＸはＹを名宛人として「連帯保証人Ｙ」と記した領収書を発行した。平成二二年一月一三日、Ｘは
Ｙに対し本件連帯保証債務の履行を求める旨の支払い督促を簡易裁判所に申し立てた。 は、Ｙが督促異議の申立てをしたことにより訴訟に移行した。
Ｙは、Ｘの請求 対する抗 として、Ｘの請求権はＸが代位弁済をした平成一二年九月二八日から五年経過した 一七 九
二七日をもって時効消滅した旨主張し、Ｘに対し、商法五二二条 基づく主債 の消滅時効を、連帯保証人として援用する 主張した。また、Ｙが連帯保証人として本件各求償 債務 一部 弁済した平成 六年六月三日からも既に五年以上が経過しており、答弁書により連帯保証債務の 時効を援用すると主張 これに対 てＸは再抗弁と 、ＹはＡを単独で相続し、Ｘの各求償金債権の連帯保証人であるとともに、主 る債務者 なっ 。従って、本件各求償金債権が五年の消滅時効 かかる債権だとても、Ｙが平成一九年三月三〇日にＸに対して弁済するこ により主たる債務者として債務承認を いるの Ｘの 各求償
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金債権について消滅時効は完成しないと主張した。さらに、Ｘとしては、万一Ｙが主たる債務としてではなく連帯保証人としての資格のみで弁済する旨を明示していれば、代位弁済から五年以内に相続人を確定して時効中断の措置をとったはずであった。ＹはＸに対しＡの相続人が自分一人であることを告げ、連帯保証人としての資格のみで弁済するというような行動をしたことは一度たりともないのであり、主た 債務者と の地位と連帯保証人としての地位を併有する者が、それぞれ 地位 分断 て使い分けることは許されない。したがって、Ｙが連帯保証人として 債務の消滅時効を援用するというのは禁反言の法理に違背すると、主張した。
第一審は、ＹがＸに対して平成一六年六月三日まで弁済していたことを認め、ＸはＹを連帯保証人として取り扱っていたことが
認められるとした。そして、ＹはＡを相続したことにより、主たる債務者の地位 連帯保証人としての地位 帰属することになったものと認められるが、認定事実によると、ＹはＸに対し、連帯保証人として支払っていたにすぎないと解され、主債務につき、債務承認は生じていないというべきであるとした。Ｘが控訴。Ｘはこの際、再抗弁として、仮に平成一二年九月二九日から五年を経過したことによっ 債務の消滅時効が完成 た しても、Ｘが平成一九年三月三〇日に債務を弁済したこ によって時効完成後に債務を承認したこ になり、主 る債務の消滅時効の援用権を喪失すると主張した。
原審は、第一審判決に加えて、Ｙが平成一六年六月三日にＡから相続した不動産を任意売却してＸに対して内入れ弁済したこ 、
ＸはＹがＡを単独相続 とを聴取しているこ 、Ｘは平成一九年三月三〇日ま のＹからの弁済 つき「連帯保証人Ｙ」 表示した領収書を交付し、さらにＸからＹに宛 平成二一年一二月二八日付け催告書には「主債務者Ａ」と表示されていたこと認め、次のように述べＸの請求を棄却した。すなわち、確かに、Ｙは Ｘ 対 本件各求償金 連帯保証人 地位 あったことに加え、Ａの死後にＡを単独相続したこと よって主たる債務者 地位も併有 こと なったもの 認められる。しか 、ＹがＸに対し主たる債務者として弁済をし ことを に足り 証拠はなく、む ろ、前記認定 れば、ＸにおいてもＹからの弁済を連帯保証人からの弁済 取り扱っていたことが認められ ら が弁済 たこと より主たる債務者 し
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を承認したものと認めることはできない。また、Ｙが連帯保証人としての地位と主たる債務者としての地位を併有することになったものの、連帯保証人として弁済を継続する意思であっても不合理とはいえない。さらに、ＹがＡを単独相続することをＸに対して告げたことによって、ＸはＹに対して主たる債務者としての時効中断の措置を執るこ は可能であった、とした。これに対してＸ上告。
これに対して最高裁判所は次のように判断し、Ｘの再抗弁を排斥した原判決を破棄し、第一審判決を取り消して、上告人Ｘの請
求を認容した。「 （一）
主たる債務を相続した保証人は、従前の保証人としての地位に併せて、包括的に承認した主たる債務者としての地位をも
兼ねるものであるから、相続した主たる債務について債務者としてその承認をし得る立場にある。そして、保証債務の附従性に照らすと、保証債務の弁済は 通常、主たる債務が消滅せずに存在していることを当然の前提とするものである。しかも、債務の弁済が、債務の承認を表示するものにほかならないことからすれば、主たる債務者兼保証人 地位にあ 者が主た 債務を相続したことを知りながらした弁済は、これが保証債務 弁済であっても、 権 に対し、併せて負担 いる主た 債務の承認を表示することを包含するも といえる。
これは、主たる債務者兼保証人の地位にある個人が、主たる債務者としての地位と保証人として
の地位により異なる行動をすること 想定し難い らである。したがって、
保証人が主たる債務を相続したことを知りながら保
証債務の弁済をした場合、当該弁済は、特段の事情のない限り、主たる債務者によ 承認と て当該主たる債務 消滅時効を中断する効力を有する 解するのが相当である。
」
（二）これを本件についてみると、上記事実関係によれば、Ｙは、単独でＡの本件各求償金債務を相続したことを知りながら、平成一五年一二月一五日から平成一九年三月三〇日まで本件各連帯保証債務 弁済を継続したものということができ、この弁済が本件各求償金債務の承認としての効力を有しない 解すべき特段の事情はうかがわれ 。そうすると、上記弁済は、主たる債務者による承認として本件各求償金債務の消滅時効を中断す 効力 有 とい べきであり、上記の中断は Ｙが連帯保証人 して
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援用する本件各求償金債務及び本件各連帯保証債務の消滅時効に対しても、その効力を生ずるといえる（四五七条一項） 。したがって、Ｘが本件各連帯保証債務の履行を求める旨の上記支払督促を申し立てた平成二二年一月一三日の時点では、いずれの債務の消滅時効もまだ完成していなかったことになる。【研
　
究】
（
1）　
問題の所在
本判決は、主たる債務者を単独相続した連帯保証人が、一定期間弁済を継続した後、主たる債務の消滅時効を援用
し、さらに保証債務の消 効も援用した事案であ
る
）（
（
。本件では、平成一二年九月に主たる債務であるＡの求償債務
が発生し、その五年後である平成一七年九月に時効期間が経過する計算になる。こ 間、ＹはＸに対して平成 五年から平成一九年にかけて継続して保証債務を弁済 るが、判
例
）（
（
によれば保証人が主たる債務の時効完成後に保証
債務を承認したとしても、主たる債務の 消滅の完成にかかわらず債務 弁済する意思を表明していない限り 主たる の時効援用権を失わない め、こ 場合にはＹが主債務の時効完成 かかわらず 証債務を弁済する意思を表明したか否 が問題となるところであ 。しかし、本件で問題となったのは、Ｙが主た 債務及び連帯保証債務の消滅時効を援用したのに対して Ｘが主張した抗弁、すなわち保証人が主たる 務者を相続した場合に、保証人が弁済をすることにより、主たる債務者として たる債務の債務承認したこと と解することができ のか否か、という点であ 。
第一審及び原審における構成は次のとおりである。すなわち、確かに連帯保証人Ｙは主たる債務者の地位を単独相
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続したことによって主たる債務者の地位を併有している。しかし、連帯保証人と債権者はともに主たる債務と連帯保証債務を別個の地位として扱い、双方ともＹの弁済を連帯保証債務の弁済として扱っているこ が認められる。そうであれば、連帯保証人とし 保証債務の弁済をしたとしても、主たる債務の承認とも認められないというものである。
これに対して本判決は、連帯保証人が「主たる債務を相続したこと」を知りながら連帯保証債務を弁済したという
事実に特に意味を持たせ、原審の結論を覆した。具体的には、①主債務を相続したことにより連帯保証人であるＹは主たる債務者として主債務の承認をすることができる、②Ｙが連帯保証 弁済 というこ は、主た 債務の現存を認めている いうことである、③債務の弁済とは債務を承認する意思表示である、④「主たる債務を相続した」ことを知っ うえで、債務の弁済をなした場合には、それが連帯保証債務の弁済であっても、その弁済という債務承認の表示は、 債務の承認をも包含するものである、としている なぜなら、主たる 者としての地位と、連帯保証人としての地位に基づき共通する認識を有している者が、二つの地位によって異なる行動をすることは想定し難から、という である。そしてこれを前提 して、連帯保証人の連帯保証債務の弁済、すなわち主たる債務 承認は、主たる債務である本件各求償金債務について時効中断の効力を生じさせ、これは民法四五七条一項に基づき主たる債務の時効中断によって 連帯保証 も時効中断の効力が生じるものと判断した。
第一審から上告審まで、裁判所は一貫して、連帯保証人が主たる債務者を相続したことにより同一人の中に両債務
が併存す という立場を ってい 。第一審と原審は、この前提のもとで、事実においてＹが主たる債務 支払ったという証拠はなかったために、連帯保証人によって連帯保証債務が履行された場合 法律効果のみが生じると解している。両地位があくまで独 していて、 債務について生じた効果という側面からの結論とし は 民法 定める
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原則通りである。一方で最高裁は、連帯保証人が「主たる債務の相続を知っていた」という特別な事情を勘案し、このような事実が介在する場合、保証人の弁済は保証人としての行為でもあり、主たる債務者としての行為でもある、と結論づけた。法的地位が独立して併存していることに焦点を当て、主たる債務者と保証人の同一人化という事実は考慮の外に置い 第一審及び原審と比べて、本判決は、主たる債務者と保証人の地位が同一人に併存している場合には、保証人の弁済という行為から、保証債務につい 生じた効力とは別に、主たる債務につい 承認があったか否かを独立して判断した点で異なってい
ところで本来、観念の通知である債務の承認をし得るのは、時効の利益を受ける者であり、債務の存在を債権者に
表示する前提と 、承認し得る者は債務の存在を認識し いる必要があ
る
）（
（
。たとえ保証人が保証債務を弁済する意
思であったとしても に主た 債務者たる地位が帰属 おり 保証人が主たる債務 存在を認識して れば、確かに保証債務の弁済 同時に主たる債務の承認をしていると解すること でき 。しかし問題は 「保証人が主たる債務の存在を認識している」ということと、承認の要件であ 「主た 債務が消滅せずに現存 いることを認識している」ということがどのような理由でつなが かである。判旨を見ると、保証人による主たる債務の存在の認識については「保証債務の附従性に照らすと、保証 弁済は、通常、主た 債務が消滅せずに存在 ていることを当然の前提とするもの る。 」と う部分で述べられて るように思われる。そうであれば、 「 を相続したことを知っ 事情 意味す 内容は 主たる債務の地位 保証人に帰属したことを知っている場合には、という条件のみを示したものか いう疑問が生じるが、ここは判然としない。
本稿では、なぜこれら二つの地位を有する債務者が保証債務の履行としてした行為が主たる債務の承認をも含むの
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か
（後述（２）
）、次に、本判決では言及されていないが、前提問題として本件の一連の判決で貫かれている「主たる
債務を相続した保証人は、従前の保証人としての地位に併せて、包括的に承継した主たる債務者としての地位をも兼ねる」という点につき、主たる債務者と保証人が経済的に融合し、実質的に保証の意義を失った場合においても当然に並存する 言えるのか、また 主たる債務と保証債務の両方を有する者の弁済を、主 る債務の弁済 解する余地はないのか
（後述（３）
）
という点について、それぞれ検討し、本判決の意義と射程について一つの見解を呈するも
のである
（後述（４）
）。
（２）
　
保証人による弁済と主たる債務の承認の関係
（本判決の争点）
消滅時効の中断事由を規定する民法一四七条ではその三号で「承認」があげられている。承認とは、権利の存在の
認識を表示すること
る
）（
（
。承認をなし得る者は「時効の利益を受ける者」とされており、基本的には債務者をさす
が、債務者の代理人であっても可能であ
る
）（
（
。そして、承認の要件は、多くの説では第一に権利が存在することを認識
していることがあげられている。承認は観念の通知であると解されるため、承認する債務の原因、内容、範囲などの一切の事実を確認する必要はな
く
）（
（
、また時効を中断する効果意思は必要ではない
が
）（
（
、最低限相手方の権利の存在を認
識してなすこと 要す
る
）（
（
。第二に、時効中断によって利益を受ける権利者に対して権利が存在する旨の表示がなされ
ることを要するとす のが判例及び多数説であ
る
）（
（
。債務の一部弁済は承認行為として認められており、残債務全部に
ついて承認 たことにな と解され
る
）（（
（
。一方、保証債務の承認の効力が及ぶ範囲については、民法上でも、一四八条
により主たる債務には影響せず、連帯保証債務について生じた履行 請求以外の時効中断事由についても連帯債務の
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四四〇条が適用され、相対的効力しか認められていない。
判例では、たとえ保証人が保証債務を承認したとしても、その効果として主たる債務が承認され、時効が中断する
ということは認められていな
い
）（（
（
。そしてこれは連帯保証債務についても同様であ
る
）（（
（
。その理由としては、四五八条及
び四四〇条に従えば、連帯保証人であっても時効の中断には相対的効力が認められていることから明らかであることや、保証債務が主たる債務に対して別個独立の債務であることをあげる。また、主たる債務者である会社の破産手続終了後に、会社の債務につき連帯保証人となっていた取締役が保証債務の一部を弁済し 事件である最判平成七年九月八
日
）（（
（
が正当とした東京高判平成七年二月一四日
（金法一四一七号五八頁）
は、その判決理由において、主たる債務の
当事者ではない保証人が仮に の承認をしたとし 、それだけで 主債務が存在する蓋然性はなく、保証人と債権 の間でも時効中断の効力は生じないとするとし
た
）（（
（
。大判昭和一三年七月八日
（全集五輯一六号一五頁）
は、
本件と同様に主たる債務者を共同相続した保証人のうちの一人が、債権者に対して利息並びに元金の一部を支払い、その後保証人が主たる債務の 消滅を主張した事件である。この事件では 主たる債務者と同居する両親がその保証人となっていた。債権者 上告理由の中で、次の旨述べる。 なわち 主たる債務者の死亡前にお ては主た 債務は一家の債務であり、保証人が保証債務 履行をな ことを同一家の家族であ 主たる債務者が知らないわけがなく、またある時をもって主たる債務者が死亡した しても、その主た 債務を承継したことを相続人たる保証人が知っているので れば、た え死亡の時期を知らなかったと ても保証債務の一部履行によって は承認されている。このような上告理由に対し、裁判所 次のように判示した。すなわち、 「保証人が保証 の履行として利息並に元金の一部を支払いたりとするも之を以て主たる債務者が其の債務の承認を為 たるものと為すを得ざ は
三四二
勿論にして、此の理は主たる債務者が保証人と同一家の家族たる場合に於ても」異なるところがない、とした
）（（
（
。
このように見ると、判決の立場としてはまず保証債務の承認による効力が主たる債務に及ばないのは条文上明らか
であることに加え、さらに保証人が弁済をしても、承認される債務の当事者ではない保証人の行為は主たる債務に影響を及ぼし得ず、たとえ保証人が実際に主たる債務の存在についてどれだけ確信的な認識を有し得る立場
（同一家族
や会社取締役）
にあってこれを表示しようとも、主たる債務の存在を表示したことにはならないと考えているものと
思われる。つまり、保証人の行為と主たる債務をつなぐ規定がない限り、保証人では一四七条三号の承認をなす要件を満たすことができないというこ である。
そこで本判決を見ると、判旨は「連帯保証人が主たる債務を相続したことを知りながら」弁済をした場合には、主
たる債務の承認を「包含する」と述べている。この理由として最高裁は三つ ことをあげ おり、①「主たる債務を相続した保証人は、…相続した主たる債務につい 債務者 その承認をなし得る立場にある」 、②「保証の附従性に照らすと、保証債務の弁済は 通常、主たる債務が消滅せずに存在していることを当然の前提とす ものである。 」 、③「債務の弁済が、債務の承認を表示す ものにほかならない」 めであるとする。これを保証債務と一四七条三号の承認の関係に関する判例理論と照らしてみると、本判決 位置づけとして次 ことがわかる。すなわち、本判決は四五八条及び四四〇条の文言や、過去の判例と結 を異にしてはいるもの 、これらを原則 した場合の例外を示したわけではないということである。具体的に言えば 前述の判例は連帯保証 性質論として 連帯保証債務 承認は原則的に相対的効力しか有しないものと判示してい が 一方で も、連帯保証 の弁済の効果が主たる債務に及ぶこと よって主たる債務の時効が中断する 述べているわけ はないと う点で異 る ころは
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ない。もし、本判決の争点を、主たる債務と連帯保証債務が同一人に帰したとき、連帯保証人としてなした保証債務の弁済の効力が 主たる債務の承認という効果をも有し、以って主債務の時効を中断するか、という問いであると解する であれば、本件の結論は例外的な結論を示したと言えよう。しかし、本判決は、主た 債務者兼保証人の地位にある者が主たる債務を相続したことを知りながら保証債務の弁済をしたときに、併せて負担している主たる債務承認を表示することを「包含する」と言うことによって、保証債務の効力の問題と切り離 のであ 。つまり、 「主たる債務者た 地位をも有する者による行為」という側面からこの弁済を見たときに、客観的に主たる債務を承認するための要件 満たしているか否か 判断 ている である。そして、こ ことによって 本判決は原判決とは違う結論を導くことができ と言え 。 なわち、原審 た え同一人に帰 しても保証債務と主たる債務は独立して存在しているものであるが故に承認の効力 否定 のに対して、本判決は併有 いるからこそ保証人であっても、主たる債務の承認をもなされている 解 ことができる いう結論を導いた である。
したがって、検討すべきは、本判決が何を以って債務者が主たる債務を承認するための要件を満たしたと判断した
のかということである。
先述の通り、債務承認をな ための要件としては、時効の利益を受ける者が、債務の存在を認識し、かつこれを債
権者に表示することである。本件では保証人には主た 債務を相続したことを知ったことにより主たる債務者た 地位が帰属したことがわかる。では、債務の存在を 識してい という点はどうであろうか。判旨によれば、 「保証債務の附従性に照らせば、保証債務の弁済が主たる債務の存在を前提にしていること」とい 理由は 承認の要件である「権利が存在することを認識してい こと」を満 すこと 説 ものであ と思われ 。しかし 先に紹介
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た大判昭和一三年や東京高判平成七年に照らせば、主たる債務と保証債務が別個の法人格に帰属している場合には、保証人が保証債務を弁済したとしても、それは保証人が の存在を前提にしているという事実に過ぎず、主たる債務の存在を示すものではない。すなわち、保証債務に附従性があるという理由 よって、主たる債務の存在を認識しているとは当然には言えないように思われる。
むしろ、保証人の主たる債務の存在の認識は、 「主たる債務を相続したことを知っている」ことによってこそ裏付
けられるのではな だろうか。 「主たる債務を相続したことを知っている」というこ は、自己に主たる債務者地位が帰属したことにより、一つは主たる債務が現存することを認識し おり、そしてもう一つは主たる債務を承認し得る当事者である を示すものである。そして、そのよう 連帯保証人が弁済をした場合に たとえそれが連帯保証人たる地位に基づいた弁済であっても、保証人でありながら主たる債務の現存についての認識に高い蓋然性が認められ、かつそれを主た 債務の当事者として有効に承認し得るのである。
もし判旨が述べるように保証債務の附従性により保証債務の弁済自体に主たる債務の存在の認識を認めるのだとす
ると、予期せぬところで保証債務の独自性 損ないかねない 例えば会社 代表取締役あるいは代表権を有する取締役であれば、会社の負っている債務について会社を代表してこれを承認する権限を有 る
（会社法三四九条四項、同法
三六二条四項）
。本件判旨によれば、このような会社の代表権を有する者が会社の債務を主たる債務とする連帯保証人
となり、保証人たる地位に基づい 弁済をした場合にも、この代表取締役の弁済は同時に主たる債務の承認を意味するこ になるだろう。しかしながら、代表取締役や代表権を有する取締役は会社の機関と て することはなし得 とはいえ 法人と代表取締役は別人格であり、経済的にも別個の存在であ 。 え同一人物の行
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為と言っても、会社の機関たる取締役としての行為は会社の利益のためになされるものであり、個人としての行為とは異なる。本判決の理論ではこのような場合にまで妥当することになると解し得るため、この点についての判旨には疑問である
）（（
（
。
（３）
　
主たる債務と保証債務は同一人に並存するか
本判決では、連帯保証債務と主たる債務が同一人に帰属した場合には、連帯保証債務と主たる債務は併存すること
を前提としており、これは結論において異なる第一審及び原審とも共通する点である。ここで生じる疑問として、この両債務を併存させることの意義があるのかということである。過去の下級審ではこのような場合に、保証債務が消滅するのか否か いう点につき判断を異 するものが散見される。本件 同様に、主たる債務者たる地位と 人たる地位が同一人に帰属した事例として、東京区裁大正五年七月七日判決
（法律新聞一一八一号二二頁）
、また最判平成
九年一二月一八日
（税務訴訟資料二二九号一〇四七頁）
が採用した第一審である静岡地判平成五年一一月五日
（訟務月報
四〇巻一〇号二五四九頁）
がある。
前者の判例は、主たる債務者を家督相続
（単独相続）
した保証人が、その相続につき限定承認を成した事案であり、
請求を受けた保証人は混同による保証債務の消滅を主張した。裁判所は、 「凡そ保証債務と主たる債務とが同一人に帰属したるときは他人の債務に付き履行の責めに任ず可き者とす は保証の観念に反するに至 が故に原則 して保証債務は消滅する者と為さざる可からず」 「然れども法律上同一人が同一の給付を目的と 二個の債務を負担するを妨げざるを以て若し保証債務 存続が債権者の利益と為る場合に於ては例外とし 保証債務 消滅を来さざ もの
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と解するを妥当とす」 、と判断した。
これに対して、後者の静岡地判は、結論を異にし、本件と同様に両地位は併存するものとす
る
）（（
（
。事件は、主たる債
務者を二名の連帯保証人である相続人が相続したものである。裁判所は主たる債務と連帯保証債務が各持分に応じて併存するとする理由として、 「原告とＡとは、それぞれ二分の一の割合の相続分により本件借入金 を含むＢ〔筆者注・被相続人〕の権利義務を相続したのであるから、本件借入金債務の各二分の一宛てについて主たる債務者としての地位を有 に至ったこ は明らかであり したがって右各主たる 者として 地位と原告及びＡがそれぞれ右相続前から有していた原告 保証債務及びＡの保証債務に係る連帯保証人としての地位とが同一人に帰属することになるが、だ といって、 とＡ の連帯保証人としての地位のうち、それぞれ主たる債務者としての地位と重複することとなった本件借入金債務 二分の一に係る部分が当然に消滅すると解すべき明確な実定法上の根拠はないから、原告及びＡは、それぞれ、従前のとおり本件借入金債務の全額に相当する額の連帯保証債務を負うとともに、右連帯保証債務と重複して本件借入金債務 二分の一にあた につき主たる債務を負うこ になるに至ったものと解するのが相当であ 。 」とする。
学説においては、主たる債務と保証債務が同一人に帰属する場合には、保証債務が混同によって消滅するものとす
る見解がある
）（（
（
。これは、 主たる債務と保証債務を同一人の中に並存させたとしても保証制度の意味をなさないために、
この場合には混同が生じ を消滅させるというものである。これらの学説は、混同について総論的な位置づけとして混同の性質論を示している。具体的に言えば、二つの並立す ことができない資格が 一 に帰 とき、混同が生じるとする。したがって、債権関係については債権と債務が同一人に帰したときに権利を残したとしても執行
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ができないために混同が生じ、物権関係についてはある物権と、それより上級の所有権が同一人に帰属したときには、もはやある物権を存続させる意味がないため混同が生じる。これらと同様に、主たる債務と保証債務が同一人帰したとき 、自己の債務を担保す 結果と り、これは担保の観念に反することとなる。また、実際問題、何の効用もない めに、保証債務は消滅するものと解するべきであるとされてい
る
）（（
（
。ただし、この立場も混同の諸規定と同
様の理由で、混同 生じ 場面 想定している。 わち、もし保証債務のために債権または抵当権が設定されているとか、ある 複保証人が る場合には、債権者は保証債務の消滅のために不測の不利益を被ることになる。したがって、この場合に 保証債務は消滅しないと解 べきであ として 。こ ことから、例えば本件 ごとく相続によって主たる債務と保証債務が同一人に帰した場合には 単独相続がなされた場合 限り混同が生じるも 考えられよう。
しかし、債権の混同を規定する民法五二〇条を文理解釈すれば、混同は保証債務の消滅原因には含まれないと考え
る方が自然であるし、一般的な考え方であろう。 条は、債権及び債務が同一人に帰属したときにその債権が消滅すると規定するものである この文言から読み取れるのは、あくまでも債権と債務との関係 お 混同が生じるということであり、主たる債務と保証債務のように、債務と の混同を予定しているものではないと うことである。
実体法上、債務と債務の混同は認められていないと言えばそれまでであるが、主たる債務者と保証債務者が経済的
に融合した場合には、混同の法意に たがい、五二〇条を類推解釈し 債務と の場合で 混同 よる消滅はあり得るという解釈ができないわけではないように思う。確か 民法四四七条二項が保証債務には独自に違約金ま は損害賠償額を約定する を認めているという点で、当然に混同が生じるも と解すべき はない の見解もあ
る
）（（
（
。し
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かし、混同は債権者の権利を害しない場合に限り生じる、というのもまた混同の趣旨から導かれることである。保証債務の混同の類推適用による消滅は、決して完全に否定できるものではないように思われる
）（（
（
。
なお、これと同じ理由で、主たる債務と保証債務が併存するとした場合であっても、保証人のなした弁済を主たる
債務の弁済と解する余地もあるように思われる。主たる債務を単独相続した保証人は、主たる債務者と人格的に一致したのみならず、経済的にも融合する。本来保証債務の引当てとなる責任財産は、主たる債務者 財産と別個独立管理されていればこそ、担保としての意味を有するのであるから、その責任財産が融合してしまっ ら、その財産ら保証債務を弁済しよう 主た 債務を弁済し うと実質的に差異はない。
主たる債務者たる地位と連帯保証人たる地位を併有す 者のなした弁済 実質どのような性質のものであるのかを
争ったのは、前述の静岡地判平成五年である。こ 事件では、前提とな 事実として、連帯保証人であり主たる債務を相続し 原告がなした弁済につき、原告らがこれ 連帯保証債務の弁済であると主張したのに対し、被告はこれを主たる債務の弁済であると主張した。しかし裁判所はこの点につき、かりに原告の主張を認め としても 結論とて原告の請求を棄却する という文脈で 断を下したため、いずれの債務の弁済 解す べきか ついての判断基準を示さないままであ 。
本件の原審における当事者らの主張を見ると、Ｙ側が自己のなした弁済を連帯保証債務の履行であると述べるのに
対して、ＸはＹの弁済は主たる債務者としての あったというような主張を明確にはしていない。さら 認定事実におい は、Ｙからの弁済を受領したＸは、領収書を発行する際にその名宛人として「連帯保証人Ｙ」と表示していること、そして後日ＸがＹに対して送っ 催告書では、 「主債務者Ａ」と表示されていたということが認められて
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いる。以上を踏まえて裁判所は、当事者双方がＹの弁済を連帯保証債務の弁済として認識していたことをもって、Ｙがなしたのは連帯保証債務の弁済であったと判断している。前記の通り、弁済という行為があくまでも観念の通知である限り、弁済の効果意思は不要であるとされている。しかしそうとはいえ 例えば一人の債務者が同一の債権者に対して複数の原因による債務を有している場合に、債務者 ど 債務について弁済するかは債務者 任意にこれを決めるので り、債務者がいずれの債務を弁済す 意思を有していた は当事者にとって重要な問題である。そう あれば、債務者が弁済したときに、 者がいずれの弁済をなす意思を有していたか、あるいは債権者がいずれの債務を受領したつもりであったかが表示さ ている場合には、 この意思は尊重すべきものであると思われる。したがって、主たる債務者を、保証の補充制が認められていない連帯保証人が相続した後は、両地位が同一人に帰した らと言って保証債務の弁済の意思を有した弁済であっても主た 債務と解するということ 認められないのかもしれない。しかし、もし 者がいずれ 債務の弁済 を明 せずに弁済 した場合には、これを主 る債務の弁済であると解する余地はあると考えら る ではないだろう 。すなわち、保証 おけ 主たる債務者と保証人 二者に共通する第一義的な目標は、主たる債務者の責任によって債権者が満足を得、主 る債務が消滅し、保証人が主たる債務の消滅によ 保証債務からの解放を実現することである。もちろん、保証人 とりわ 連帯保証人であれば 権者に対しては主たる債務者と同等の責任を負うため、自己 財産の出損を って することも合意 上であ 、その上で債務者に対す 求償権取得・回収というところで帳尻を合わせること、すなわち 者無資力のリスク 債権者に代わって負担することも止むを ないだろう。しかし も 主た 弁済 するならば、保証人 とってもそれに越したことはないはずである。保証債務、あ いは連帯保証債務 あくまでも 債務と異な 債権 に
三五〇
対してのみならず保証人との関係においてもやはり第一義的には主たる債務に基づく責任があり、保証債務
（連帯保
証債務）
は債権回収率を上げるために主たる債務を補完するものでしかないという点だろう。そうであれば、主たる
債務と保証債務がともに存在している限りは、両地位を有する者の弁済 原則的には主たる債務の弁済と考えていいように思われる。（
4）　
本判決の意義及び射程
本判決は、連帯保証人が主たる債務を相続した場合には、同一人が両地位を併有するに至り、その者が、相続の事
実を知りながら債権者 対してなした弁済は、保証人の地位に基づいてなした弁済であったとしても、それは主たる債務の承認も包含するものとした。この判決の構成を検討したところ、この結論、すなわち、連帯保証人の地位づいて行為しながらも主たる債務者として 行為も同時になし得ることを導くためには、保証人が主たる債務者たる地位も併有しており、さらに主たる債務が消滅せずに存在することを認識しており、そのことを債権者に対 表示した、という事実が存することが必要であり、それらの事実 が「主たる債務を相続したことを知りながら弁済をした」ことから導くことができる。本判決は、 「保証人が主た 債務 相続 たこと 知りながら保証債務の弁済をした」という事情が介在した場合 はこれを主 る債務 承認があったものとす とした点において妥当であり、 「主たる債務を相続したこと 」が意味することは、保証人は相続の事実によって自己 主たる債務者たる地位が帰属 ている を認識しており、したがって た が現 していることもま 認識して るという二つの事象であると解するべきである。
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本判決は保証債務の弁済が主たる債務の承認となるのは「保証債務が主たる債務を相続したことを知りながら保証
債務の弁済をした場合」に限っており、保証人が主たる債務を相続したことを知らずに保証債務を弁済した場合については述べていない。しかし、本判決の説示するところによれば、保証債務の附従性に照らし保証債務を弁済する保証人は主たる債務が存在していることを前提にしている。このことを推し進めれば、仮に保証人の知らないところで生じた相続によって保証人に主たる債務者たる地位が帰属してい 場合であっても、 の保証人による の済は主たる債務者とし 主たる債務を承認し得る地位と、主たる債務の認識を有している者による一部弁済として、有効な主たる債務の承認が認められそうであ 。しかし、前述し ように保証人は主たる を相続したことを ったことをもって、保証人自身も主たる債務の現存を認識し、客観的にも主たる債務が存在す 蓋然性が高いと評価できるのであり、まさに本判決の結論を導くためには「主たる債務を相続 ことを知っている」と う事実が認められなければならない。し がって本判決の射程として 、保証人が主たる債務を相続したこと 知らなかったような場合にまで、保証人の弁済が主 る債務の承 を包含すると解するべきではないだろう
また、複数の相続人によって主たる債務が共同相続されたような場合には、主たる債務者たる地位を相続した
人が債権者に対して弁済をなしても、 た 者兼保証人は他 相続人の相続し 主たる債務について承認する権限を有しないため、時効が中断するのは 保証人の相続分に限られると考えてよいと思われる。
なお、裁判所は、主たる債務を相続したことを知っている保証人による弁済であっても、 「特段の事情」があるよ
うな場合には主たる債務の時効を中断し いとして、判断に一定の幅をもたせている。今後、主たる債務者を相続したことを知っている保証人による同様の事件が生じた場合には、主たる債務者兼保証人は主たる債務の時効中断 主
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張するためにこの「特段の事情」を主張立証していくことになると思われ、どのようなことがこの事情として認められるか、この後の判決が待たれるところ
）（（
） （（（
（である。
（
（）本稿執筆にあたり参考にした本判決の評釈、解説として、平野真由「判批」月刊消費者信用三一巻一一号四二頁、石毛和夫・銀法七六五号六四頁、長谷川卓・金法一九八三号五二頁、白石大「判批」
T
K
C
 W
atch
民法（財産法）№
（（ 筆者は
https://w
w
w
.law
library.jp/pdf/z（（（（（00（-00-0（0（（0（（（_tkc.pdf 参照） 、堀口久「判批」銀法七六八号一八頁、髙橋恒夫・銀
法七六八号六〇頁、石毛和夫・銀法七七〇号四六頁（銀法七六 号六四頁と同じ） 、塩崎勤「判批」銀法七七〇号一五頁、武川幸嗣「判批」金商一四三 二頁、中川敏宏・法セ七 〇号一〇八頁、石田晃士 金商一四三六号二四頁、森永淑子「判批」重判平成二五年度七三頁、長秀之・ＮＢＬ一〇二五号七三頁。
（
（）最判平成七年九月八日金法一四四一号二九頁。
（
（）川島武宜『注釈民法（五 』 （一九八七年
　
有斐閣） 〔川井健〕一一九頁。
（
（）鳩山秀夫『日本民法総論』 （一九三〇年
　
岩波書店）六一〇頁、川島武宜『民法講義第一巻序説』 （一九五一年
　
岩波書
店）八五頁、薬師寺志光『日本民法総論新講下巻』 （一九六〇年
　
明玄書房）一〇八五頁、川島・前掲注 （
（） 一二〇頁、幾代
通『民法総則（第二版） 』 （一九八八年
　
青林書院）五八〇頁、林良平編『注解判例民法
 民法総則』 （一九九四年
　
青林書院）
〔平岡建樹〕六三五頁、我妻栄『新訂民法総則』 （一九九八年
　
岩波書店）四七〇頁、四宮和夫＝能見善久『民法総則〔第八
版〕 』 （二〇一〇年
　
弘文堂）三九六頁。
（
（）大判大正八年四月一日民録二五輯六四三頁、幾代・前掲注 （
（） 五八〇頁、我妻・前掲注 （
（） 四七〇頁。なお、判例によれ
ば、民法一四五条のいう時効の援用ができる 当事者」というのは、 「時効により直接利益を受ける者」と解されており（大判明治四三年 月二五日民録一六輯二 頁 、これには保証人（大判大正四年七月一三日民録二一輯一三八七頁、大判昭和一〇年一〇月一五日新聞三九 四号一三頁）や連帯保証人（大判昭和七年六月二一日民集一一巻三三号一 八六 ）も含まれるとされている。 方で、同一四七条三号の承認をなし得る につ ても、 「時効の利益を受ける者」であ とされている（前掲注 （
（） に加え、山中康雄『民法総則講義』 （一九五五年
　
青林書院）三三六頁、石田穣『民法総則』 （一九九二年
　
悠々
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社）五八二頁。また、前掲注 （
（） 鳩山六一〇頁、我妻四七〇頁では、 「時効の利益を受ける当事者」と表記する。 ）が、この
者に保証人は含まれないと解されているようである。幾代・前掲注 （
（） 五八〇頁、友納治夫・最高裁判例解説民事篇昭和
五〇年度（一九七九年
　
法曹会） 。
（
（）大判大正四年四月三〇日民録二一輯六二五頁。
（
（）前掲注 （
（）大判大正八年四月一日。
（
（）大判大正三年一二月一〇日民録二〇輯一〇六七頁。
（
（）大判 正五年一〇月一三日民録二二輯一八八六頁、大判大正六年一〇月二九日民録二三輯一六二〇頁。これに対し、権利者に限らず誰かしらに対して権利を認める行為をしたならば、これによって債務は承認され、権利者に対して表示する必要はないとする説として薬師寺・前掲注 （
（） 一〇八九頁、石田・前掲注 （
（） 五八三頁。
（
（0）大判大正八年一二月二六日民録 五輯二四 九頁。
（
（（）大判明治三四年六月 七日民録七輯六巻七〇頁、大判昭和五年九月一七日新聞三一八四号九頁。
（
（（）大判昭和一二年一一月二七日法律学説判例評論全集〔以下、全集とする 〕四輯二三号一〇頁、大判昭和十五年一二月二一日全集八輯七号一〇頁。
（
（（）前掲注 （
（） 最判平成七年九月八日。
（
（（）また、東京高 四 二月二三日金 四七一号二八頁は、個人企業である会社を主たる債務者として、その代表取締役が連帯保証人となった事案である。この事案では、 連帯保証人は連帯保証債務の承認した時点ですでに会社の代表権を失っていたため、代表権を失 後で債務承認をしても、会社債務につき時効中断の効果を生じないとされた。
（
（（）この事件は主 る債務者たる地位と保証人たる地位が同 人に帰属した事例であったが、判旨では保証人として弁済をしたという点が強調され、主たる債務を承認しうる地位にあった点については言及されなかっ 。
（
（（）この点につき主たる債務者が個人企業でありその代表者が連帯保証人である場合にも、保証人の債務承認は主たる債務の承認を含んでもよ と考え得るとする立場として堀口・前掲注 （
（） 二三頁、武川・前掲注 （
（） 五頁。
（
（（）これと同様の結論を採るものとして、名古屋高判昭和五八年七月二七日金商六八五号二九頁が る。この名古屋高判の事件は、無権代理人が本人を相続した場合における無権代理行為た 執行認諾の意思表示の効力が争われた事案である。ここ
三五四
では主たる債務者が無権代理行為によって本人を連帯保証人とし、強制執行を認諾する公正証書を作成したが、その後本人の死亡によって、本人を単独相続したというものである。これに対する裁判所の判断として、まず「無権代理人 本人を相続した場合 該当するところ、被控訴人のなした無権代理行為のうち私法上の契約即ち連帯保証契約が右相続によって当然に有効になったことは明らかである」という私法上の判断 前提として、主たる債務者は本人である連帯保証人に関し無権代理人であったが、本件金銭貸借に関しては借主であり、主債務者としての責任があること、連帯保証契約に関しては相続により、当然にその責任が主た 債務者たる無権代理人に及んでいるものと判断 。この裁判例に対して右近健男教授は、「保証は、本来、他人の債務を保証することを前提にしているし、担保という視点からいっても、同一人に双方の地位が併有されることは矛盾といわざるを得ない。 判決は、ある は、連帯保証を存続させ おいて 求償関係においてのみ混同を認めるという構成を採ろうとす のであろうか。しか 、債権者の請求方法、連帯保証人 ついて生じた事由の効力といった問題も、主たる債務者と連帯保証人と 体を異にす こ を前提に 考えられている。したがって、求償関係だけの混同という構成は迂遠なもの うべきであろう」と述べてい 。右近健男「無権代理人によ 本人の相続─同一人に主たる債務者たる地位 連帯保証人たる地位と 帰属し 」判タ五二二号一二六頁。もっとも、 の事件は公正証書 効力について争っており 裁判所も、無権代理人による本人の相続という事案の処 て両地位の並存 いう点に帰着しみで、それ以上踏み込んだ検討をしていな 。したがって、本稿においては分析対象から除く。
（
（（）富井政章『債権法講義上巻』 （一九一二年
　
東京帝国大学、筆者は国立国会図書館デジタルライブラリー参照。
http://
kindai.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/（（（（（（ ）二〇五頁、同『民法論網人権之部下巻』 （一八九〇年
　
岡島寶文館）三三四頁、石
坂音四郎『債権総論中巻』 （一九二四年
　
有斐閣）一〇八一頁、同下巻（一九二四年
　
有斐閣）一七二一頁、勝本正晃『債
権総論中巻之一』 （一九三四年
　
巖松堂書店）五一〇頁、同『債権法総論概説』 （一九四七年
　
巖松堂書店）三六九頁、近藤
英吉＝柚木馨『注釈日本民法（債権編総則）中巻』 （一九三六年
　
巖松堂書店）一九九頁、田島順＝柚木馨＝伊達秋雄＝近
藤英吉『注釈日本民法（債権編総則）下巻』 （一九三六年
　
巖松堂書店） 〔田島順〕四一七頁、磯村哲編『注釈民法（一二） 』
（一九七〇年
　
有斐閣） 〔石田喜久夫〕五〇七頁。また、目的不到達を理由として、主たる債務と保証債務が同一人に帰した
場合には、保証債務が消滅すると解す ものとして中島玉吉『 権総論』 （一九二八年
　
金刺芳流堂）二七八頁。
（
（（）富井・前掲注 （
（（） 『債権法講義』二〇五頁。もっとも、物上保証人と主たる債務者が同一人に帰属したとしても混同は生じ
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ない。
（
（0）民法五〇二条が債権と債務の関係を規定している限り本件のような場合には混同は生じず、主たる債務よりも保証債務の方が多額になる場合もあり得るため保証債務が目的の不到達等を理由に当然に消滅するという解釈には無理があるとするものとして白石・前掲注 （
（） 四頁・脚注五。
（
（（）自己の債務を自己が保証するこ が無意味であるため保証債務は消滅したと解することも十分可能と考える立場として塩崎・前掲注 （
（） 一八頁。堀口・前掲注 （
（） 二三頁では、このように解した上で本判決は両地位の並存を当然のものと判断し
ていると解している。
（
（（）この「特段の事情」として、長谷川・前掲注 （
（） 五三頁では「主債務者兼保証人から、保証債務にしか時効中断効が及ば
ないかと質問されたにもかかわらず、それを否定す ことなく弁済を受け続けるような場合」を挙げ、武川・前掲注 （
（） 六
頁は、このような事情があっ も、 「そのような保証人による主たる債務の時効援用を認めてよいか否かについては、さら信義則に照らし 、主たる債務者の地位を留保して債務承認を行ったことに関する合理的理由」の有無が客観的 判断されるべきであるとする。堀口・前掲注 （
（） 二一頁は「保証人は「知りながら」弁済をしてきたが、債権者のほうは保証人が主
債務を承継したことを知るこ なく保証債務として弁済受領し続けてきたというような場 」を挙げている。
（
（（）なお、本件ではＹのＸに対する連帯保証 の弁済 主たる債務の承認にあたり主 る債務の時効を中断するとしたうえで、同時にこの主たる債務の承認により、民法四五七条一項に基づきＹの連帯保証債務の消滅時効も中断するものとした。
本件においてＹの主張するところによれば、Ｙが連帯保証人として最後に一部弁済をした平成一六年六月三日よりあとは、
連帯保証人としての弁済も ていないため、本訴を提起した平成二二年二月二二日時点にお て商法五二二条の定め 五年の時効期間は経過 いるとのことであ しかし Ｙが本件連帯保証債務 支払ったのは平成一五年一二月一五日から平成一九年三月三〇日までであ いう は原審 おいても認められて 事実で る。し がって、裁判所は四五七条一項を持ち出さずとも連帯保証債務が時効消滅していない 言うことはできたのではないかとも思われる。
民法四五七条一項の規定する「主たる債務者に対する履行の請求その他の事由」の解釈として、時効中断事由を規定した
同一七四条三号 、債務承認が含まれ か否かにつ ては、議論の余地 あるので、一応の検討を加える（秋山智恵子「保証債務の「別個」性の意義」法学新法一一七巻九 ・ 一〇号一三三頁は 「その他 事由」には 同一四七
三五六
条の時効中断事由の中でも承認は含まないものと解すべきであるとする） 。理論上、保証債務が主たる債務に対して別個独立した債務であり、かつ時効は原則的に相対的効力である。それにもかかわらず、主たる債務者の意思のみで保証債務の時効までもが中断されることを、主たる債務の担保であるという理由から認めてよいのか否かという問題である。判例によれば、債務の一部弁済は債務の承認 明示す ものであり、一部弁済であっても残債務全部についての時効中断の効力が認められる。 承認である主たる債務の弁済によっても、保証債務 時効が中断されないと解するならば、主たる 者が継続的に一部弁済を続けてい ような場合には債権者としては 人に対して保証債務の請求をする必要はないため、主たる債務者が弁済を継続している間に保証債務の時効が完成するという事態を招きかねない。確かに、保証債務が別個独立の債務である限り債権者は適切に時効管理を行うべきであるが、主たる債務者が弁済を継続し い にもかかわらず保証人、あるいは連帯保証人に対して債権者 わざわざ請求をしなければならないのであれば、それは 権者に っても保証人あるいは連帯保証人にとっても煩わしいことである。主たる債務の時効が中断した場合には、保証債務の時効も中断 と う解釈保証債務が担保であるという点から考えても一定 理性があるよう 思われる。
〔追記〕なお、本稿脱稿後に、本判例の評釈として草野元己「判批」リマークス平成二五年〈下〉二二頁に触れた。
（本学大学院法学研究科博士課程後期課程在籍）
